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本稿においては，日本における大学生のインターンシップを「教育目的」か「就職・採用
目的」かという視点を用いてこれまでの政策，現状，諸外国との比較，最近の特徴的な動
きをみてみた。日本の大学におけるインターンシップの歴史を概観し，その上で，統計資
料を用いて日本のインターンシップの特徴を明らかにした。その特徴とは，①インターン
シップの参加者は増加傾向にあるものの，期間が短く，それがより短期化していること，
②大学や行政は，インターンシップは教育目的であることを強調しているが，現実は就
職・採用目的で実施されていることなどがあげられる。また，海外の動きをみると，米国
のコーオプ教育や英国のサンドウィッチコースは教育目的としての産学連携教育として引
き続き重要な役割を果たしているものの，これらとは別に就職・採用を意識したインター
ンシップが拡大していることなどを明らかにし，インターンシップなどの産学連携教育を
国際比較の観点でみる場合に，労働市場の特徴との関連性に留意する必要があることなど
を明らかにした。さらに，日本の特徴的な動きとして，①長期間，②低学年，③オンライ
ンの３つの多様なインターンシップを取り上げるとともに，「教育目的」と「就職・採用
目的」を併せ持つインターンシップについて，その内容を諸外国の取組とも比較しながら
考察を行い，その課題や位置づけについて明らかにした。
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1　本稿の目的

　日本における大学生のインターンシップは政府
の方針としてその推進が位置づけられた 1990 年
代後半以降大幅に拡大しているが，当初の目的と
は異なる形態で発展し，諸外国のインターンシッ
プや産学連携教育と比較しても特異なものとなっ
ている。そこで，本稿では，日本における大学生
のインターンシップを「教育目的」か「就職・採
用目的」かという視点を用いてこれまでの政策，
現状，諸外国との比較，最近の特徴的な動きをみ
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てみたい。具体的には，まず日本の大学における
インターンシップの歴史について概観し，その上
で，インターンシップの現状を最近の変化とも絡
めながら明らかにしたい。さらに，日本のインタ
ーンシップの特徴や最近の変化をより鮮明するた
めに，諸外国の状況についても概観し，日本のイ
ンターンシップの課題や今後のあり方について考
察を行う。特に最近の動きとしては，長期，低学
年，オンラインなどのインターンシップを取り上
げるとともに，「教育目的」と「就職・採用目的」
を併せ持つインターンシップについて，その内容
を諸外国の取組とも比較しながら考察を行う。

2　「教育目的」と「就職・採用目的」の考え方

　1997 年 9 月の文部省・労働省・通商産業省（い
ずれも当時）「インターンシップの推進に当たっ
ての基本的考え方」（以下「三省合意」という）が
日本の大学におけるインターンシップ普及の契機
になったものであるが，その中でインターンシッ
プは「学生が在学中に自らの専攻，将来のキャリ
アに関連した就業体験を行うこと」と定義され
た。また，「企業等の場における学生に対する教
育活動」や企業に対しては「産学連携による人材
育成の観点から推進するものであり，自社の人材
確保にとらわれない広い見地からの取組」という
文言が用いられ，さらには 2014 年の一部改正で
は「大学等の教育の一環として位置づけられ得る
もの」という文言も追加されている。このよう
に，政府の公的文書では，インターンシップは

「教育活動」であり，「就職・採用活動」ではない
ことを強調し注意喚起している。
　本稿では，インターンシップの目的を「教育目
的」と「就職・採用目的」に分け，その相違に着

目しながら，日本のインターンシップの歴史と現
状，諸外国の動き，近年の日本のインターンシッ
プについて考察を行うが，まず，「教育目的」「就
職・採用目的」の具体的内容について検討する。
三省合意では，インターンシップの意義として，
大学等及び学生にとっての意義と企業等における
意義があがっているが，これらを「教育目的」と

「就職・採用目的」の 2 つに分けると，図 1 のよ
うに分類することができる。ただし，「教育目的」
と「就職・採用目的」を明確に二分することは困
難であり，どちらかの目的がより強いかという相
対的な関係において分類を行った。例えば，大学
や学生にとっては，より「教育目的」が強い項目
としては「教育内容・方法の改善・充実」「キャ
リア教育・専門教育としての意義」であり，より

「教育目的」が弱い項目としては「高い職業意識
の育成」である。一方，企業にとっては，より

「教育目的」が強い項目としては「大学等の教育
への産業界等のニーズの反映」であり，より「就
職・採用目的」の強い項目としては「企業等に対
する理解の促進，魅力発信」である。

　Ⅱ�　日本のインターンシップの歴史― 
「教育目的」と「採用目的」に着目して

　「インターンシップ」という用語が政府の公的
文書に最初に用いられたのは 1997 年 1 月の「教
育改革プログラム『「教育立国」を目指して』」の
中である。その後，「経済構造の変革と創造のた
めの行動計画」（1997 年 5 月閣議決定）を踏まえて
1997 年 9 月の三省合意によりインターンシップ
が本格的にスタートした。
　しかしながら，三省合意の定義（学生が在学中

図１　「教育目的」と「就職・採用目的」の区分についての考え方

注：1）ここでは 2014 年に一部改正された「三省合意」を用いる。
　　2）�三省合意における「企業等における意義」がややわかりづらいので，ディスコ（2019）の企業調査で用いられた企業のインターンシップ実施

目的の項目を参考で記載した。
出所：文部科学省・厚生労働省・経済産業省（2014）；株式会社ディスコ（2019）
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に自らの専攻，将来のキャリアに関連した就業体験
を行うこと）を文字通り解釈すれば，教育実習，
工場実習，医師の臨床研修制度，その他の資格系
の必修の実習などもインターンシップに含まれ，
これらは上記よりもはるか以前からスタートして
いる 1）。ただし，インターンシップの概念を広く
解釈すればこうした実習も含まれるが，本稿で
は，特に断りのない限りこれらを含めずに議論す
る。
　まず，三省合意前の経済界，大学での検討状況
をみると 2），経済同友会「選択の教育を目指し
て」（1991 年）において「教育界との相互交流の
ひとつとして学生のジョブインターンへの支援」，
日本経営者団体連盟「新時代に挑戦する大学改革
と企業の対応」（1995 年）において「現在の大学
教育においては，（中略），学生の企業実習・体験
学習（たとえば，アメリカのインターンシップ制）
やボランティア活動をカリキュラムの中に取り入
れること」という提言がそれぞれなされている。
また，大学側と企業側が就職採用問題を検討する
就職協定協議会では，将来的な就職採用のあり方
について検討しており，同協議会に設置された

「中長期の就職・採用のあり方検討小委員会」の
メンバーがボストンに調査団として派遣され，米
国の就職採用事情やインターンシップの状況を調
査したのが，1996 年 11 月であり，その結果は

『米国における就職・採用事情調査報告書』とし
てまとめられた。
　つまり，インターンシップの検討当初の目的
は，就職協定廃止に伴う就職・採用問題への対応
であり，インターンシップが就職活動をめぐる葛
藤の緩衝材として導入された（吉本�2020）。つま
り，「就職・採用目的」でスタートしたとみるこ
とができる。
　次に，1990 年代以降の経済・社会情勢と照らし
合わせてインターンシップの歴史をみると，1990�
年前後のバブル経済の人手不足期では，学生採用
の際の青田買いやそれと同時に早期離職者が増大
し，このとき問題となっていたのは，インターン
シップで適職を探すことによって早期離職者を減
らすことであった（橋本�2013）。つまり，「就職・
採用目的」が主であったといえる。しかし，バブ

ル崩壊後，日本経済の低迷，企業業績の悪化，企
業内教育の縮小に伴い，優秀な人材の育成が産業
界から大学側に対する教育要求として顕著にな
り，「教育目的」が主になったといえる。
　さらに，三省合意以降の状況をみると，少子化
に伴う若年労働力の減少も相まって，大卒労働市
場は基本的に売り手市場で推移していった。これ
に伴い，インターンシップ自体もより「就職・採
用目的」の強いインターンシップが主流となり，
同時に，ワンデイ・インターンシップなど「就業
体験」を含まないものもインターンシップと称す
る動きもあり，それらに警鐘を鳴らすかの如く，

「教育目的」であることが政府の中からたびたび
発せられたといえる。
　そこで，2010 年以降の行政，経済界の提言など
を紹介し，この 2 つの目的のせめぎ合いといえる
状況について説明する。
　まず，2013 年の文部科学省・体系的なキャリア
教育・職業教育推進に向けたインターンシップの
更なる充実に関する調査研究協力者会議「イン
ターンシップの普及及び質的充実のための推進方
策について（意見のとりまとめ）」によると，「中
長期，海外インターンシップ」「多様な形態のイ
ンターンシップ（低学年，PBL 組み合わせ型等）」
の「教育目的」のインターンシップ促進について
記述されている。一方，就職・採用活動との関係
については，「インターンシップは企業の採用活
動とは区別して考えるべきものであるが，……

（中略）……大学教育との関連を持たせることによ
り固有の効果が認められるため，このような活動
の意義と推進についても検討していく必要があ
る」とし，「就職・採用目的」については基本的
には否定的な見解を示しているが，今後の検討の
必要性にも言及している。
　こうした動きを受けて，2014 年の「三省合意」
の一部改正では，大学等及び学生にとっての意義
として「キャリア教育・専門教育としての意義」
を新たに追加するとともに，企業の採用に当たっ
ては，インターンシップで取得した学生情報の採
用広報活用方法のルール明確化が新たに盛り込ま
れ，就職・採用目的に対する強い歯止めが掛けら
れたといえる 3）。
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　さらにその後，2017 年の文部科学省・インター
ンシップの推進等に関する調査研究協力者会議

「インターンシップの更なる充実にむけて（議論
のとりまとめ）」では，引き続き，「インターン
シップを教育活動の一環として位置づけ」ている
ものの，「6．インターンシップと就職・採用活動
との関係について」としてかなりの分量の記載が
なされている。その結論として，「インターン
シップが就職・採用活動そのものとして行われる
ことのないようにするという現在の取扱いは維持
しなければならないと考える」「今後，インター
ンシップと就職・採用活動との関係については，
学生の学修環境を確保することを前提としたうえ
で，幅広い観点から関係者間で中期的課題として
検討していくべきである」とし，「就職・採用目
的」に対してはこれまで同様おおむね否定的な立
場を堅持している。ただし，同報告書の中でも，

「さまざまな意見があった」として，インターン
シップで取得した学生情報の取扱いの柔軟化など
に対する意見を紹介しており，「就職・採用目的」
に対する一定の配慮，位置づけも行っているとい
える。
　一方，経済界の動きをみると，日本経済団体連
合会（経団連）は「採用選考に関する指針」及び
その指針の手引きにおいて，インターンシップの
あり方について言及をしているが，2015 年 12 月
の手引きにおいては，5 日間未満のインターンシ
ップを否定した上で，「採用選考活動とは無関係
である旨の周知徹底を図り，……」「インターンシ
ップに際して取得した個人情報をその後の採用選
考活動で使用しない」などと記述されており，

「就職・採用目的」への否定的な見解を示してい
る。
　しかし，2017 年 4 月の「採用選考に関する指
針」の手引きにおいては，5 日間という最低日数
要件を削除し，「教育的効果が乏しく，企業の広
報活動や，その後の選考活動につながるような 1
日限りのプログラムは実施しない」と明記され，
いわゆるワンデイ・インターンシップについては
明確に否定をしたが，5 日未満のインターンシッ
プについては容認した。
　さらに，大学関係者と経団連からなる採用と大

学教育の未来に関する産学協議会（2021）では，
大学教育と産学連携の今後のあり方としてイン
ターンシップもその重要な一つとして取り上げ，
三省合意以降のインターンシップの定義の見直し
や産学連携教育として 4 つのタイプを提言した。
具体的には，定義として「学生が，その仕事に就
く能力が自らに備わっているかどうか（自らがそ
の仕事で通用するかどうか）を見極めることを目的
に，自らの専攻を含む関心分野や将来のキャリア
に関連した就業体験（企業の実務を体験すること）
を行う活動」とし，従来よりも「就職・採用目
的」をやや意識したインターンシップを提言して
いる。
　つまり，経済界の動きをみると，「教育目的」
という原則への理解は示しつつ，「就職・採用目
的」についての要望もうかがえる。超短期かつ

「就業体験」を含まない企業説明会に類するもの
はインターンシップと切り離して議論し，イン
ターンシップについては，「就職・採用目的」に
ついてはある程度認めるべきとのスタンスである
といえる。

　Ⅲ�　日本におけるインターンシップの現
状―統計データによる現状把握

　既存の統計調査を用いて日本の大学・大学生の
インターンシップの現状，変化を量的に把握した
い（表 1，2）。
　まず，文部科学省が実施している「大学等にお
けるインターンシップ実施状況について」によ
り，「特定の資格取得に関係しないもの」の状況
をみると，①インターンシップの参加人数は着実
に増加しているものの，②参加率は相対的に低
く，③期間が短いインターンシップの構成比が高
く，近年よりその傾向が顕著になっていることが
あげられる。
　次に，民間就職情報企業が実施している学生の
インターンシップに関する調査をみると，近年は
おおむね 70～80％程度の参加率となっており，
上昇傾向であるといえる。また，期間についてみ
ると，近年「1 日」が過半数を占めており，三省
合意の定義である「就業体験」とはいえないイン
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ターンシップが増加している。
　このように行政（文部科学省）と民間（就職情
報企業）が実施している調査結果では，以下のよ
うな結果の共通点と相違点がみられた。まず，共
通点としては，大学生の参加率は基本的に増加傾
向であること，期間が短く，その傾向がより顕著
になっていることなどがあげられる。一方，相違
点については，参加率に大きな開きがあること，
期間についても文部科学省調査の方が長い学生が
多いことがあげられる。この相違点の理由として
は，調査対象の違いがあげられる。文部科学省調
査は，大学側が把握している学生の取組のみを対
象にしており，学生が大学を経由せずに個人で応
募・参加しているインターンシップについての詳
細は基本的には大学側で把握できていないのに対
し，就職情報企業調査は，同企業に登録し，就職
活動を実施している学生，学年が調査対象となっ
ている。したがって，就職情報企業調査の方が，
すべての学年を対象とした文部科学省調査よりは
当然参加率が高くなること，就職情報企業に登録

している学生が調査対象であることから平均より
は積極的に就職活動を実施している学生の実情を
示しているといえる。
　こうした量的変化の状況を「教育目的」「就職・
採用目的」という観点から考察すると，Ⅱでみた
歴史とは逆に実態としては「就職・採用目的」が
中心であるといえる。むしろ実態が「就職・採用
目的」に傾注してきたために，その警鐘として

「教育目的」であることが数度にわたり確認され
てきたといえる。

　Ⅳ�　諸外国のインターンシップの現状
―日本との対比を基本に

　アメリカのインターンシップの特徴として，
Internship と Cooperative�Education（コーオプ教
育）の存在がある。両者の相違については，産業
基盤整備基金（1998）によると，コーオプ教育
は，カリキュラムの一部として大学が運営するも
のであり，専門分野の学習とそれに関連した実際

表１　インターンシップ参加人数，参加割合
2006 2014 2015 2017 2019

文部科学省調査

学部生全体（人） 50,430 66,125 79,840 75,369 77,594
参加率（％） 1.8 2.6 3.1 2.9 3.0
学部生全体に占める学部 1，2 年生の構成比（％） 20.1 26.2 28.6 30.5 35.1
学部生全体に占める学部 3 年生の構成比（％） 71.1 61.2 56.4 56.5 51.4

民間就職情報企業調査
リクルートキャリア ― 39.9 43.7 55.9 70.8
マイナビ ― 58.2 62.1 78.7 85.3
ディスコ ― 42.7 51.2 70.0 77.2

注：1）文部科学省調査は単位認定を行うインターンシップのうち，特定の資格取得に関係しないもの。
　　2）�文部科学省調査の参加率は分母が学部生全体であり，大学在学中に 1 回参加すると想定するとこの参加率の数値を 4 倍すれば実態に近い数値

となる。
　　3）�民間就職情報企業調査は翌々年 3 月卒業予定者（学部 3 年生を中心）を対象とした調査結果であり，リクルートキャリア，マイナビは大学院

1 年生を含む。
出所：�文部科学省「大学等におけるインターンシップ実施状況について」（各年）；株式会社リクルートキャリア・リクルート就職みらい研究所

（2021a）；株式会社マイナビ（2021）；株式会社ディスコ（2021）

表 2　学生のインターンシップ参加期間構成比

2006 2014 2015 2017 2019
（参考）リクルート

（2021 年卒）
1 日 　� 11.1 2.0 5.4 2.1 2.7 75.0
2 日～ 1 週間未満 29.4 31.9 30.8 35.0 56.8
1 週間～ 2 週間未満 50.1 44.1 38.2 42.2 35.0 11.0
2 週間～ 3 週間未満 27.3 11.7 9.0 7.1 11.1 　� 5.23 週間～ 1 カ月未満 4.6 3.2 3.8 5.5 5.7
1 カ月～ 2 カ月未満 4.4 2.4 2.7 3.1 2.3 　� 2.02 カ月～ 3 カ月未満 1.9 1.0 2.6 2.2 2.8
3 カ月以上 0.6 5.0 4.2 6.3 4.5 1.4
不明 0.0 1.3 2.0 0.7 0.9 −
注：リクルート調査は複数回答であり，合計は 100 にはならない。
出所：文部科学省「大学等におけるインターンシップ実施状況について」（各年）；株式会社リクルートキャリア・リクルート就職みらい研究所（2021a）
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の仕事の経験とを在学中に交互に受けさせる教育
プログラムであり，大学が企業との協力によって
主体的に管理・運営するものであるが，Intern-
ship は，企業が自ら運営管理するもので大学と
企業との連携はやや希薄であり，夏休みや春休み
を利用するのが一般的である。また，Internship
には無報酬の場合も一部あるが，近年は両者とも
有償が一般的である。
　また，リクルートワークス研究所（2015a）に
よると，米国の Internship の特徴として，①調
査対象企業の 90％超が Internship を実施してい
るが，コーオプ教育と両方実施している企業は半
数程度でコーオプ教育のみを実施している企業は
なかったこと，②実施期間は 6～12 週間のものが
多く，コーオプ教育より短いこと，③企業の
Internship の実施目的としては，約 7 割が「エン
トリーレベル人材の採用」と回答しており，実
際，自社の Internship 経験者が，正社員へと雇
用された登用率は 81％にも達していることなど
が明らかにされている。
　つまり，教育目的がより強く，大学主導で実施
されているのがコーオプ教育であり，就職・採用
目的がより強く，企業主導で実施されているのが
Internship であるといえる。ただし，期間は両者
ともおおよそ 6 週間～数カ月となっており，日本
のインターンシップとは大きく異なる。また，企
業主導の Internship については就職・採用を目
的としたプログラムであり，この点は日本の現実
のインターンシップと共通する点であるが，日本
のインターンシップは超短期で学生の母集団形成
を目的としたものであるのに対し，米国のIntern-
ship は学生の能力把握のために実施しているこ
と，有償であることなど大きく異なるといえる。
なお，在学中の Internship から本採用に移行す
るのが 8 割程度ということは，Internship 選考が
実際の採用選考に大きな役割を果たしているとい
える。青田買いに対する批判から普及が始まった
日本のインターンシップはあえて就職と関連付け
ることを避けてきたが，結果としてより超短期の
インターンシップ（と称されるもの）が広がって
きたのに対し，アメリカでは青田買いと思われる
行動が広がっているといえる。

　イギリスにおいては，伝統的な産学連携教育と
して，サンドウィッチコース（Sandwich�Course）
が有名であり，稲永（2013）によると，学士課程
カリキュラムに就業体験を挟み込むタイプの学位
プログラムであり，2010/11 年度現在，サンドウ
ィッチコースを取っている学生は，学士課程（フ
ルタイム）学生の 9.3％を占めている。サンドウ
ィッチコースは，1 年の就業体験を持つコースと
約半年の就業体験を 2 回持つコースがあり，基本
的に有償である。これとは別に米国と同様に就
職・採用を目的とした Internship が実施されて
いる。リクルートワークス研究所（2015b）によ
ると，以前は数カ月から 1 年に及ぶものもあった
が，現在は，短期化し主に夏季休暇中に４～８週
間が主流となっており，一部では，ミクロインタ
ーンシップと呼ばれる 2～4 週間のものもみられ
る。期間の短縮化は日本との共通性がみられる
が， そ れ で も ア メ リ カ と 同 様 に イ ギ リ ス の
Internship の方が長期間となっている 4）。
　アメリカやイギリス等において共通にみられる
現象は就職・採用を意識したインターンシップを
含めた産学連携教育の拡充である。米国のコーオ
プ教育，英国のサンドウィッチコースなど伝統的
な産学連携教育は教育目的として依然として重要
な役割を果たしているといえるが，世界的な若年
層の失業問題の拡大に伴い，それらとは別に，あ
るいは目的を追加する形で実態として就職・採用
を目的としたインターンシップの拡充と短期化が
進んでいる。こうした動きは日本においてもみら
れるが，インターンシップの期間が数日間の日本
と比較し，それでも数週間から数カ月というのが
一般的であり，また，有償が基本であるという点
が大きく異なる。
　なお，インターンシップに対する研究面におい
ても，岩井（2019a）は，日本と海外におけるイン
ターンシップの先行研究を整理しているが，日本
と比べると，インターンシップの教育的効果に関
する研究は少なく，むしろ採用に対するインター
ンシップの効果を捉えた研究が多いことを指摘し
ている。一方，見舘（2017）は日本のインターン
シップに関する先行研究を整理し，インターンシ
ップの設計や評価に関するもの，インターンシッ
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プの役割や定義に関するものに比べて，インター
ンシップと就職活動のつながりに関するもの，イ
ンターンシップと入社後のつながりに関するもの
が少ないことを明らかにし，その理由として，日
本のインターンシップは教育の一環で設計される
べきと当初されていたためとしている。
　また，インターンシップなどの産学連携教育を
国際比較の観点からみると OECD（2010）は，
Acemoglu�and�Pischke（1999）の研究を参照しな
がら，企業の産学連携教育の参画による採用面で
のメリットは，労働移動率，賃金の弾力性，雇用
の保障の強さなどの労働市場の特性や規制に左右
されるとしている。表 3 はこうした点を踏まえ，
筆者が諸外国と日本における産学連携教育の熱心
度と高等教育システム，労働市場，教育と労働市
場の関連などとの相違をまとめたものである。例
えば，学生の年齢層が高い国は，社会経験がより
豊富な学生が多いことから，産学連携教育はより
容易である一方，その必要性は相対的に低いかも
しれない。また，企業内教育が充実していない国
では，即戦力を求める傾向が強く，学生の専門的
知識をより重視することからその見極めのための
手段が必要になると考えられる。もちろん，この
表のみで産学連携教育との関係を明らかにするこ
とは困難であるが，今後，インターンシップなど
の産学連携教育について国際比較を行う際には，
教育制度やカリキュラムといった教育側の視点だ
けではなく，労働環境や雇用管理の相違といった
労働市場や企業行動への言及も必要である。

　Ⅴ�　日本のインターンシップにおける最
近の変化

　大学側や行政の思惑に反して，その是非はとも

かく，就職・採用を目的としたインターンシップ
が主流になってきた。これは，期間や内容が大き
く異なるとはいえ諸外国においても同様の傾向が
みられている。
　しかしながら，こうした動きが主流となる中
で，従来からさまざまな批判があるのも事実であ
り，就業体験を含まずインターンシップとはいえ
ない取組もみられている。そこで文部科学省で
は，2018 年度より「大学等におけるインターン
シップ届出・表彰制度」を創設し，同取組の表彰
選考基準にも，①就業体験を伴うこと，②正規の
教育課程の中に位置づけられていること，③大学
等の組織的な取組として位置づけられているこ
と，④インターンシップ実施後の教育的効果を把
握する仕組みが取られていること，⑤ 5 日間以上
のインターンシップの実施期間が確保されている
こと，⑥大学等と企業等が協働した取組となって
いることの 6 点があがっている（文部科学省高等
教育局�2018）。これらから判断すると，より教育
目的を重視したインターンシップが対象であるこ
とが明白である。2018 年度及び 2019 年度に表彰
された取組 5）の中から，特徴的な事例として

（1）長期間のインターンシップ，（2）低学年向け
のインターンシップを，さらに，これらに加えて
新たな動きとして，（3）新型コロナウイルス感染
防止の観点から 2020 年度から多くの大学，企業
で実施されたオンラインでのインターンシップを
その事例や効果に対応した最近の先行研究にも触
れながら取り上げる。そのうえで 2において，

「教育目的」と「就職・採用目的」とを併せ持っ
た取組みについて，その理念を従来のインターン
シップとアルバイトとの比較，諸外国の取組との
比較などに焦点を当てながら取り上げる。
　なお，（1）及び（2）は教育目的を意識した大

表 3　産学連携教育と労働市場，高等教育制度，教育と労働市場の関連

産学連携教
育の熱心度

高等教育システム 労働市場 教育と労働市場の関連

社会との関係 学生の年齢層 選抜性の格差 流動性 人材育成 賃金格差 教育と職業の
レリバンス

教育の有用性
に対する評価

アメリカ 高 中 低 高 高 企業外 大 中 中
イギリス 中 中 低 高 中 企業外 大 中 低
ドイツ 高 強 高 低 中 企業外 中 中 中

フィンランド 中 強 高 低 高 企業外 小 高 高
中国 中 低 低 高 高 企業外 大 低 低
日本 低 低 低 高 低 企業内 大 低 低

注：これまでの研究により，筆者が大まかに分類したもの
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学主導のインターンシップが中心であるのに対
し，2で取り上げるインターンシップは「教育目
的」と「就職・採用目的」という枠組みを超えた
ものであるといえる。

1　最近の変化

　（1）長期間のインターンシップ
　上述したように，諸外国と比較した日本のイン
ターンシップの特徴として期間が極度に短いこと
が大きな課題としてあげられているが，いくつか
の大学においては長期のインターンシップが実施
されている。文科省調査においても，少数ではあ
るが 1 カ月以上のインターンシップへの参加者は
9.6％（2019 年）となっている（表 2）。
　高澤・河合（2018）は，一大学の事例をもと
に，長期インターンシップの教育的効果を明らか
にするとともに，その効果がよりよく発揮される
要因として，具体的な目標設定・リフレクショ
ン・フィードバック，ストレッチ経験をサポート
する仕組み，大学生活の日常への架橋を意識した
プログラム全体の設計の 3 つをあげている。山本

（2019）も，一大学の事例をもとに，長期のイン
ターンシップの効果としてはさまざまな能力が

「涵養される契機」の段階で留まっていると指摘
しつつも，今後のあるべきインターンシップの一
つとして位置づけている。また，直接的には採用
活動には直結してはいないが，学生及び企業に
とって最も望ましい「潜在的母集団」が形成でき
る契機になるとその効果を示している。
　このように，長期インターンシップについて
は，教育目的として多くの大学で実施されている
が，その研究自体は一大学を事例にしたものが中
心であり，包括的な研究が今後期待される。

　（2）低学年向けのインターンシップ
　日本のインターンシップが当初の目的に相反し
て就職・採用を目的としたものを中心として発展
してきたことから，学部 3 年生，修士 1 年生が参
加者の中心となっている。しかしながら，表 1 で
参加学生の構成比を学年別にみると，学部 1，2 年
生は少数派ではあるもののその比率は増加傾向に
ある。

　採用と大学教育の未来に関する産学協議会は，
高学年向けのインターンシップとは区別して，大
学低学年向けのインターンシップは，企業で働く
ことや業界，職種を理解し，その後の大学におけ
る学修の動機づけとなる「キャリア教育としての
低学年向けインターンシップ」を推進することを
提案している（採用と大学教育の未来に関する産学
協議会�2020）。
　また，経済同友会（2015）の提言に基づき，経
済同友会が中心となって企業と大学によって設立
した一般社団法人経済同友会インターンシップ推
進協会では，2016 年度より学部 1，2 年生を対象
とした長期のインターンシップを実施しており 6），
亀野・梶・川上（2017）はこの枠組みで実施され
たインターンシップの特徴や効果を明らかにして
いる。
　松坂・山本（2019）においても，低学年時のイ
ンターンシップ参加者は不参加者に比べて，キャ
リア意識の向上，働く意味の言語化などの効果を
明らかにしており，岩井（2019b）も，大学生の
自ら学ぶ意欲や大学生活を見直そうとする意識の
向上などの効果を明らかにしているが，いずれも
高学年向けのインターンシップとの明確な比較は
なされておらず，低学年特有の効果は不明であ
る。
　今後，低学年向けと高学年向けのインターン
シップの役割分担やその有機的結合に向けた制度
化とともに，その効果についての実証的研究も求
められる。

　（3）オンラインでのインターンシップ
　新型コロナウイルス拡大防止の観点から 2020
年度のインターンシップではオンラインでの実施
が急拡大した。リクルートキャリア・就職みらい
研究所（2021b）によれば，2022 年卒で対面でのイ
ンターンシップ参加率は 68.3％であるのに対し，
オンライン（Web）での参加率は 89.1％となって
いる。もちろん，コロナ禍で対面での実施が困難
であったという特殊事情はあるもののアフターコ
ロナにおいても取組方法の一つとして位置づけら
れる可能性は高い。
　こうした状況下において，経済同友会インター
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ンシップ推進協会（2020）は「オンライン実習に
関する教育価値向上のポイントについて」におい
て，オンライン型の「強み」と「弱み」を明らか
にするとともに，対面型ならではの教育効果につ
いても再確認し，アフターコロナにおける対面型
とオンライン型の適切な組み合わせについて提言
をしている。伊藤・大串・中井（2021）も，リ
モート型インターンシップの特徴として，時間・
場所・危機管理という制約から解放されること
で，事業所側にも多くのメリットがあること，対
面型とリモート型のハイブリッド型によって，さ
らにインターンシップの可能性を広げることがで
きることなどを指摘している。
　現時点では，オンライン型のインターンシップ
に関する体系的な研究は少ないが，アフターコロ
ナのインターンシップのあり方として今後のあり
方が注目される。

2�　「教育目的」と「就職・採用目的」を併せ持つ取
組

　Ⅰでみたように，「教育目的」と「就職・採用
目的」は明確に二分されるものではなく，その中
間的な部分も存在する。この両者を併せ持つ取組
として，採用と大学教育の未来に関する産学協議
会は「ジョブ型研究インターンシップ」を提唱し
た（採用と大学教育の未来に関する産学協議会�2020）。
　さらに，文部科学省高等教育局と一般社団法人
日本経済団体連合会において 2020 年に共同設置
をした「ジョブ型研究インターンシップ推進委員
会」における議論を踏まえ，文部科学省「ジョブ

型研究インターンシップ（先行的・試行的取組）
実施方針（ガイドライン）」においてジョブ型研究
インターンシップの今後の具体的方策を示してい
る（文部科学省高等教育局�2021）。この中で，同イ
ンターンシップを長期・有給ジョブ型，採用・就
職への活用などをポイントとし，研究遂行の基礎
的な素養・能力を持った大学院学生が対象，長期
間（2 カ月以上）かつ有給，採用選考活動に反映
することが可能などを要件としている。
　上記の文部科学省等が提言したインターンシッ
プ（以下「ジョブ型インターンシップ」という）に
ついては今後の広がりが期待されるが，上記の提
言の中にはアルバイトという文言はないものの，
図 2 でみるように，インターンシップとアルバイ
トとの比較から学生及び企業の目的を照らし合わ
せてみれば両者の特徴を併せ持つ中間的な形態と
みることもできる。大学生のアルバイトは基本的
に，企業は安価な労働力を，学生は金銭を主目的
として実施していることが多いが，インターン
シップに近い効果もみられることから教育目的の
インターンシップとアルバイトの中間的形態とし
ての発展可能性も想定される。
　日本学生支援機構（2020）によると大学（昼間
部）では，86.1％の学生がアルバイトに従事して
おり，多くの大学生にとっては大学生活の一部に
なっているといえる。吉本（2015）は，条件に
よってはインターンシップに近似する機能を果た
しうるものとして考慮していく必要があるとして
いる。
　アルバイトについては，学業などへの支障など

図 2　ジョブ型インターンシップと従来のインターンシップやアルバイトの関係
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否定的な側面を指摘するものもあるが（木戸口�
2013；渡辺�2015 など），肯定的な影響として，キ
ャリア意識に関する影響を分析したもの（杉山�
2009；関口�2010 など），ジェネリックスキルの向
上に関する影響を分析したもの（見舘�2007；石山�
2017 など），採用・就職との関連を分析したもの

（平尾・梅崎・田澤�2018；亀野�2020 など）があるも
のの，インターンシップとアルバイトの中間的な
形態に関する研究は皆無である。
　また，本稿の「教育目的」「採用目的」の分類
軸に加え，有償・無償の軸を組み合わせて，Ⅳで
みた諸外国の取組との比較でみると，コーオプ教
育（米）やサンドウィッチコース（英）と Intern-
ship（米）の中間的形態であるともいえる（図 3）。
　ただし，文部科学省等が提唱しているジョブ型
インターンシップは，大学院生を対象としたイン
ターンシップであり，今後，学部生に対してもそ
の拡充が期待される。

　Ⅵ　終�わ�り�に

　本稿においては，日本における大学生のイン
ターンシップを「教育目的」か「就職・採用目
的」かという視点を用いてこれまでの政策，現
状，諸外国との比較，最近の特徴的な動きをみ
た。日本の大学におけるインターンシップの歴史
を概観し，その上で，統計資料を用いて日本のイ
ンターンシップの特徴を明らかにした。その特徴
とは，①参加者は増加傾向にあるものの，期間が
短く，より短期化していること，②大学や行政
は，教育目的であることを強調しているが，現実
は就職・採用目的で実施されていることなどがあ
げられる。また，海外の動きをみると，米国の
コーオプ教育や英国のサンドウィッチコースは教
育目的としての産学連携教育として重要な役割を

果たしているものの，就職・採用を意識したイン
ターンシップが拡大していることなどを明らかに
し，産学連携教育を国際比較の観点でみる場合
に，労働市場の特徴との関連性に留意する必要が
あることなどを明らかにした。さらに，近年の日
本の特徴的な動きとして，3 つの多様なインター
ンシップを取り上げるとともに，「教育目的」と

「就職・採用目的」を併せ持つインターンシップ
について，その内容を諸外国の取組とも比較しな
がら考察を行い，その課題や位置づけについて明
らかにした。
　日本における大学生のインターンシップの導入
の契機は就職・採用絡みであったが，キャリア教
育の一手段としてインターンシップが取り上げら
れ，教育目的が前面に出たといえる。しかしなが
ら，その後の新卒労働市場における売り手市場傾
向を反映し，現実はより就職・採用目的を前面に
したインターンシップが広がっていったが，期間
の超短期化などその内容は諸外国に比べて乏しい
ものであった。こうした動きに対して，教育目的
のインターンシップの重要性もしばしば指摘さ
れ，長期間，低年次などのインターンシップが広
がっていったといえる。
　今後，日本のインターンシップのあり方，方向
性を議論する際に，インターンシップを就職・採
用目的と位置づけるならば，インターンシップを
母集団形成のために活用する超短期のものだけで
はなく，学生の能力把握，企業風土の把握などに
結びつける工夫も必要である。同時に，インター
ンシップのあり方単独で考えるのではなく，採
用・就職活動のあり方や新卒一括採用との関連性
を含めて議論すべきである。つまり，諸外国にお
いても就職・採用目的のインターンシップが広が
っているとはいえ，少なくても 1 カ月程度のイン
ターンシップが実施されており，この期間内で学

図 3　国際比較でみたジョブ型インターンシップの位置づけ
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生の能力等を把握するのに対し，日本では短期間
で多くの学生を採用するという新卒一括採用方式
のもとでは超短期にならざるを得ないという面も
あるからである。一方，インターンシップを教育
目的とするならば，インターンシップによる学生
の意欲向上効果だけに着目するのではなく，育成
すべき能力を明確にすべきであるとともに，アル
バイト，インターンシップとアルバイトの中間的
な形態のもの，PBL（Project�Based�Learning），フ
ィールドワークなど同様の効果が期待できるもの
を含めてそのあり方を議論すべきである。
　しかし，インターンシップをあえて教育目的と
就職・採用目的に明確に二分し議論・検討する必
要性についても再検討すべきであろう。学生がイ
ンターンシップにより専門的能力，汎用的能力の
向上や職業意識の涵養が図られ，同時に就職希望
企業の求める能力や社風等も把握できることによ
り，結果として就職に役立つということは当然期
待できる。一方，企業側としても，産業界の一構
成員として将来の若年労働力の能力向上に資する
だけでなく，インターンシップの実施により，学
生の能力把握に役立てることを通して，当該企業
の求める人材を的確に採用できるのであれば，
Win-Win が成立する。インターンシップは目的
ではなく，あくまでも能力向上や就職・採用活動
の円滑化のための手段であることを忘れるべきで
はない。
　インターンシップが日本に本格的に導入されて
四半世紀が経過しようとしているが，経済社会構
造の変化の中でインターンシップ自体も多様な試
みがなされている。こうした多様な動きを「イン
ターンシップ」という一つの言葉で定義すること
で混乱が起こるのであればその再検討は重要であ
るが，インターンシップはあくまでも一手段であ
り，目的は多様であってよい。多様化する社会の
中でさまざまな目的があること自体はむしろ肯定
的に捉えるべきである。

※　本研究は，JSPS 科研費 JP17K04671「インターンシップを活
用した新たな就職・採用システムの構築に向けた実証的研究」
及び公益財団法人カシオ科学振興財団第 38 回（令和 2 年度）研
究助成「大学生のインターンシップは就職後にも効果があるの
か―就職・採用におけるマッチング機能の有効性の検証」の
助成を受けた成果の一部である。

� 1）例えば，田中（2007）によれば，教育実習は 1907 年に公布
された師範学校規定に「教育実習」の文言があり，これ以降
全国の師範学校で教育実習が実施されていた。また，工場実
習は，1870 年代に東京大学工学部の前身である工部大学校で，
1890 年代に東京工業大学の前身である東京職工学校において
実施されていた。

� 2）日本インターンシップ学会 10 周年記念 WG 委員（2011）に
詳しい。

� 3）別紙の「企業がインターンシップ等で取得した学生情報の
広報活動・採用選考活動における取扱いの考え方について」
の中の「基本的な取扱い」として「学生情報は，広報活動・
採用選考活動に使用できない」としており，かなり強い歯止
めがかかっているといえる。ただし，その注釈として，「広報
活動・採用選考活動において，学生が企業に対し自ら提出し
たエントリーシート，成績表等にインターンシップの参加事
実，フィードバック結果等が記載されている場合は，他の成
績書類と同様に，これを広報活動・採用選考活動に使用する
ことは差し支えない」とも記載されている。

� 4）フランスにおいては，スタージュ（stage�en�entreprice）と
呼ばれる長期就業体験が実施されており，教育的意義は続い
ているものの，就職の一環として考えられるようになり，学
生にとっては就職に欠かすことができない必須条件となって
いる（五十畑�2020）。中国においても，就職環境の悪化に伴
い，中国のインターンシップは就職活動そのものを順調にす
すめるための不可欠な手段になっており，現在の中国におけ
る大学生のインターンシップは，基本要素が「教育活動」で
はなく，「就職活動」という側面も強い（傅�2014）。

� 5）表彰大学の取組は文部科学省の Web サイトでその内容が紹
介されている。2018 年度は https://www.mext.go.jp/content/�
1411892_02_1.pdf。2019 年度は https://www.mext.go.jp/conte�
nt/20200309-mxt_senmon01-100003720_4.pdf。

� 6）一般社団法人経済同友会インターンシップ推進協会の取組
については，同協会の Web サイト（https://www.doyukai-
internship.or.jp/internship/）を参照。
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